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第３章 水 環 境 の 保 全 

 

１ 水質の現況 

（１）公共用水域 

① 水質調査の実施 

公共用水域における水質汚濁の状況を常時監視するため、令和６年度において県は「水質測定

計画」に基づき、柳井・大島海域７地点、市内３河川５地点で水質調査を実施しています。 

市では、市内河川11地点と遊水池３地点で水質調査を年１回実施しています。 

第３－１表 公共用水域等の水質調査（令和６年度） 

調査機関 対象水域 
調査地点数及び年間調査回数等 

地点数 回数等 

山口県 
海域 柳井・大島 ７ 4回(項目による) 

河川 柳井川(2)、土穂石川(2)、由宇川(1) ５ 12～4回(項目による) 

柳井市 
河川 

柳井川、由宇川(2)、井向川、姫田川、片野川、 
龍華川、上八川、滝川、石神川、四割川 

11 １回（12月） 

遊水池 古開作、中開作、宮本開作 ３ １回（12月） 

 

② 環境基準等の達成状況（県の測定結果より） 

ア 健康項目 

柳井川２地点、土穂石川１地点、地先海域２地点で測定が行われ、全ての地点で環境基準を

達成しています。 

 

イ 生活環境項目等 

（ア） 海域 

海域では、地先海域（柳井・大島海域）７地点で測定が行われています。水質汚濁の指

標であるＣＯＤ及び全窒素・全りんについては、全ての地点で環境基準を達成しています。 

 

第３－１図 柳井・大島海域の水質汚濁状況（ＣＯＤの年平均値の推移） 
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（イ） 河川 

河川では、由宇川上流１地点、柳井川、土穂石川各２地点の計５地点で測定が行われていま

す。水質汚濁の指標であるＢＯＤは、土穂石川の一部の類型を除き環境基準(Ａ類型２mg/l以

下、Ｂ類型３mg/l以下)を達成しています。 

第３－２図 河川の水質汚濁状況（ＢＯＤの年平均値の推移） 

   

 

（２）地下水質 

地下水の水質汚濁の状況を監視するため、県と協力し、地下水の水質調査を実施しています。県下

の全体的な地下水質状況を把握するために実施する概況調査を、令和６年度は市内６地点で行い、調

査結果は第３－２表のとおりでした。この調査の結果は、いずれの調査地点も環境基準値以下でした。 

第３－２表 概況調査結果（令和６年度） 

1,2-ジクロロエチレン 1,1,1-トリクロロエタン テトラクロロエチレン 
硝酸性窒素及び 

亜硝酸性窒素 

調 査 
井戸数 

検 出 
井戸数 

超 過 
井戸数 

検出最 
高濃度 
(mg/L) 

調 査 
井戸数 

検 出 
井戸数 

超 過 
井戸数 

検出最 
高濃度 
(mg/L) 

調 査 
井戸数 

検 出 
井戸数 

超 過 
井戸数 

検出最 
高濃度 
(mg/L) 

調 査 
井戸数 

検 出 
井戸数 

超 過 
井戸数 

検出最 
高濃度 
(mg/L) 

1 0   2 0   3 0   1 1 0 0.18 

 

ふっ素 ほう素 その他の有害物質 

調 査 
井戸数 

検 出 
井戸数 

超 過 
井戸数 

検出最 
高濃度 
(mg/L) 

調 査 
井戸数 

検 出 
井戸数 

超 過 
井戸数 

検出最 
高濃度 
(mg/L) 

延調査 
項目数 

延検出 
項目数 

超 過 
項目数 

1 1 0 0.3 1 1 0 0.7 6 0  

注 その他の有害物質の調査項目は、1,2-ジクロロエタン、トリクロロエチレン、チウラム及び1,4-ジオキサン他15項目である。 

 

（３）海水浴場の水質 

サザンセト伊保庄マリンパーク及び大畠ふれあいビーチについて、県と協力して水質調査を実施し

ています。 

令和６年度の判定結果は、第３－３表のとおりでした。 

第３－３表 海水浴場水質調査結果（令和６年度） 

海水浴場名 
判 定 

４月～５月 ７月～８月 

サザンセト伊保庄マリンパーク 適 水質Ａ 可 水質Ｂ 

大畠ふれあいビーチ 適 水質ＡＡ 適 水質ＡＡ 
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第３－３図 河川・海域調査地点 

①
 

⑤
 

④
 

③
 

②
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⑤
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第３－４図 河川・遊水池調査地点 
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２ 水質汚濁防止対策 

（１）生活排水対策 

公共用水域の水質汚濁の原因として、炊事、洗濯、入浴等人の日常生活に伴って排出される生活排

水が大きな要因となっています。このため、「山口県汚水処理施設整備構想」や「山口県生活排水浄

化対策推進要綱」に基づき、生活排水処理施設の整備及び生活排水浄化対策の普及啓発等を県と協力

して推進しています。 

 

① 浄化対策の普及啓発 

親と子の水辺の教室 

親と子が水生生物等を観察しながら水辺に親しみ、水質を保全することの大切さについて学

習する『親と子の水辺の教室』を開催しています。令和６年度は、7月24日に由宇川水系大里

川で開催しました。 

第３－４表 親と子の水辺の教室開催状況 

開催年度 開催場所 参加者数（人） 

令和６年度 大里川（日積大里地区） 73 

令和５年度 大里川（日積大里地区） 87 

令和４年度 中止 － 

令和３年度 中止 － 

令和２年度 中止 － 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和６年度の親と子の水辺の教室風景↑と 

水質結果表→） 
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②処理施設の整備 

ア 下水道 

下水道は、汚水の速やかな排除による居住環境の向上、雨水の排除による浸水の防除、河川

や海等の公共用水域の水質保全など、良好な水環境の保全・再生を行う上で、欠くことのでき

ない重要な施設です。 

本市の下水道整備は、平成６年３月に一部地域の供用を開始しており、下水処理人口普及率

は、令和６年度末で33.3％です。 

下水処理区域下流にあたる中開作遊水池の水質汚濁状況の推移は第３－５図のとおりで、下

水道の普及に伴う水質浄化が認められます。 

下水道処理施設の整備状況は、第３－５表のとおりです。 

 

 

 

第３－５表 下水道の整備状況 

名  称 場    所 供用開始年月 処理能力 処理方式 

柳井市 

柳井浄化ｾﾝﾀｰ 
柳井市柳井1578-11 平成６年３月 5,110ｍ3/日 ｵｷｼﾃﾞｰｼｮﾝﾃﾞｨｯﾁ法 
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イ 農業集落排水 

農業集落排水は、農村地域の生活環境の改善、農業用水の水質保全はもとより、多様な生態

系の保全など、自然環境の保全・回復にも寄与しています。 

特に本市では、平成６年に一部地域の供用を開始した余田地区において、土穂石川及び周辺

水路の水質改善等に寄与しています（第３－６図参照）。 

農業集落排水処理施設の整備状況については、第３－６表のとおりです。 

 

 
 

第３－６表 農業集落排水処理施設整備状況 

名  称 施設所在地 供用開始年月 処理能力 処理戸数等 処理方法 

余田中央農業集落排水施設 
柳井市余田 
1250-1 

平成６年３月 
日平均 

280.8ｍ3/日 

処理戸数   306戸 
処理人口  1,040人 
管路   14,200ｍ 

嫌 気 性 ろ 床 併 用 
接 触 ば っ 気 方 式 

余田北農業集落排水施設 
柳井市余田 
字北長溝 

平成８年５月 
日平均 

348.3ｍ3/日 

処理戸数   318戸 
処理人口  1,290人 
管路   11,879ｍ 

嫌 気 性 ろ 床 併 用 
接 触 ば っ 気 方 式 

神代農業集落排水施設 
柳井市神代 
3987-1 

平成8年10月 
日平均 

268ｍ3/日 

処理戸数   217戸 
処理人口   940人 
管路    8,934ｍ 

流量調整槽前置型 
嫌 気 性 ろ 床 併 用 
接 触 ば っ 気 方 式 

大畠農業集落排水施設 
柳井市遠崎 
1148 

平成13年12月 
日平均 

864ｍ3/日 

処理戸数   898戸 
処理人口  3,200人 
管路   23,299ｍ 

回 分 式 活 性 
汚 泥 方 式 

遠崎農業集落排水施設 
柳井市遠崎 
951-5 

平成17年1月 
日平均 

273ｍ3/日 

処理戸数   394戸 
処理人口  1,010人 
管路    8,593ｍ 

鉄溶液注入連続流入 
間 欠 ば っ 気 方 式 
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ウ 浄化槽 

平成12年６月の浄化槽法の改正により、「浄化槽」の定義が変更され、「便所と連結してし

尿及びこれと併せて雑排水を処理し、放流するための施設であって、下水道、し尿処理施設以

外のもの」とされました。 

現在は、し尿のみを処理するみなし浄化槽（単独処理浄化槽）の新設が禁止されています。 

市は、生活排水浄化対策の推進及び公衆衛生の向上を図るため、平成元年度から家庭用小型

浄化槽の設置補助制度を実施しています。補助による浄化槽の整備基数は第３－７図に示すと

おりで、令和６年度は36基、累計2,444基となっています。 

今後も、公共下水道等の整備計画との整合を図り、「柳井市一般廃棄物（生活排水）処理基

本計画」に基づき浄化槽の計画的な整備促進を行います。 

 

 

 



 

 

第３章 水環境の保全  

- 20 - 

（２）工場・事業場対策 

① 水質汚濁防止法等による規制 

県は、公共用水域等の水質汚濁を防止するため、水質汚濁防止法等により、汚水等を排出する

施設（特定施設）を設置する工場・事業場（特定事業場）に対して規制を行っています。 

ア 排水基準 

有害物質とその他の項目について、国が定める一律基準と県が定める上乗せ基準があります。 

（ア）一律基準 

有害物質としてカドミウム、シアンなどの28項目、その他の項目としてｐＨ、ＣＯＤ、Ｂ

ＯＤなどの14項目が設けられています。 

有害物質は、全ての特定事業場に対して、その他の項目は、日平均排水量50ｍ３以上の特

定事業場に対して適用されています。 

なお、有害物質使用特定事業場に対しては、有害物質を含む水の地下浸透が禁止されてい

ます。 

また、窒素及びりんについては、湖沼及び海域の富栄養化防止対策としての排水規制が実

施されており、排水基準は、指定湖沼及び海域並びにこれらに流入する公共用水域に排出水

を排出する日平均排水量50ｍ３以上の特定事業場に適用されています。 

（イ）上乗せ基準 

国が定める一律基準のみでは、水質汚濁防止のうえで十分でないと考えられる水域につい

ては、県条例で一律基準より厳しい上乗せ基準を定めており、ＣＯＤ、ＢＯＤなどについて、

日平均排水量50ｍ３以上の特定事業場及び日平均排水量50ｍ３未満の特定事業場のうち、畜

産食料品製造業など８業種について適用しています。 

 

イ 総量規制基準 

人口や産業の集中によって大量の生活排水や産業排水が流入する水域で、排水基準だけで

は環境基準を達成、維持することが困難な水域として、国が瀬戸内海、東京湾及び伊勢湾を

指定し、ＣＯＤ、窒素及びりんについて総量規制を行っています。 

第３－７表 水質汚濁防止法及び瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく特定事業場数 

（令和７年３月31日現在） 

水質汚濁防止法対象事業場 瀬戸内法対象事業場 合計 

排 水 量 
50ｍ3/日以上 

排 水 量 
50ｍ3/日未満 

排 水 量 
50ｍ3/日以上 

排 水 量 
50ｍ3/日未満 

排 水 量 
50ｍ3/日以上 

排 水 量 
50ｍ3/日未満 

9 178 12 0 21 178 

（注）排水量とは日平均排水量である。 

 

② 山口県公害防止条例による規制 

水質汚濁防止法対象外の施設で、山口県の実情から規制が必要と認められる９業種の施設を特

定施設として定め、水質汚濁防止法と同等の規制をしています。 

第３－８表 山口県公害防止条例に基づく汚水等に係る特定施設設置状況及び設置工場数 

（令和７年３月31日現在） 

区 

分 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 

施設総数 
工  場 
事業場数 

水産食料品製
造用水産動物

解体用施設 

船舶製造又は
修繕用ドック 

自動車整備用
蒸気洗浄施設 

病院の化学、
細菌及び病理

の検査施設 

飲食店営業用
厨房施設 

産業廃棄物処
理施設 

舗装材料製造
用試験検査施

設 

繊維製品製造
用洗浄施設 

非鉄金属製造
等用洗浄施設 

数  １    ４ １   ６ ５ 
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③ 発生源の監視及び指導等 

県は、排水基準の遵守状況を監視するため、工場・事業場に対する立入調査を実施し、排出水

の採水調査を行うとともに、処理施設の適切な維持管理等について指導を行っています。 

市は、主要事業場と環境保全協定等を締結し、協定に基づき事業場が行った自主測定結果の報

告を定期的に受けるなど、排水状況の把握に努めています。 

 

（３）地下水汚染対策 

① 有害物質使用事業場に対する監視、指導 

地下水汚染に係る有害物質に関しては、水質汚濁防止法及び山口県公害防止条例により、特定

事業場等における有害物質を含む水の地下浸透の禁止措置がとられています。有害物質使用事業

場に対しては、県がその使用実態の把握に努めるとともに、定期的に立入調査を実施し、規制基

準の遵守状況、適正な使用・保管や排水処理施設の管理徹底等の監視、指導が行われています。 

 

② 地下水の水質監視調査 

令和６年度においては、第３－９表のとおり概況調査として６地点で、県と協力し、地下水の

水質監視調査を実施し、汚染の動向を監視しています。 

調査結果については、13ページの１水質の現況（２）地下水質に掲載しています。 

第３－９表 地下水の水質監視調査（令和６年度） 

調査区分 調査地区 調査地点数 

概況調査 
地域の全体的な地下水の概況を把握

するための調査 

南町、柳井津、新庄、 

伊保庄、柳井(2) 
６ 

 


